
トランプ関税による富山県への影響（再計測）
全国→米国への品目別輸出額

（出典）財務省「貿易統計」

全国の対米輸出
約21兆円

富山管内税関
対米輸出約126億円

富山県 46都道府県 北陸 46都道府県

（富山→富山） （46県→富山） （富山→富山） （46県→富山） （海外→富山）

（富山→46県） （46県→46県） （富山→46県） （46県→46県） （海外→46県）

（富山→海外） （46県→海外） （富山→海外） （46県→海外）
輸入

付加価値

産出額

輸出 産出額

中
間
投
入

富山県

46都
道府県

中間需要 最終需要

①減少

⑤減少＝③＋④
③減少

④減少

②減少

全国の対米輸出額減少による影響
富山県の対米輸出額減少による影響

⑥さらに波及

富山県に対する影響の流れ

（億円）
金額 金額

 1 食料品 2,131  7 電気機器 28,792
 2 原料品 954 　半導体等電子部品 2,656
 3 鉱物性燃料 276 　音響・映像機器 1,444
 4 化学製品 15,172 　（映像記録・再生機器） 1,028

　有機化合物 1,881 　（テレビ受像機） 143
　医薬品 4,115 　音響・映像機器の部分品 300
　プラスチック 2,891 　重電機器 4,943
　その他の化学製品 6,286 　通信機 1,215

 5 原料別製品 13,720 　電気計測機器 4,195
　鉄鋼 3,027 　電気回路等の機器 2,658
　非鉄金属 1,793 　電池 3,369
　金属製品 3,021 　その他の電気機器 8,011
　織物用糸・繊維製品 770  8 輸送用機器 76,695
　非金属鉱物製品 1,739 　自動車 60,264
　ゴム製品 3,080 　（乗用車） 59,007
　紙類・紙製品 261 　（バス・トラック） 1,251
　その他の原材料製品 27 　自動車の部分品 12,310

 6 一般機械 49,461 　二輪自動車 1,219
　原動機 10,898 　航空機類 2,355
　電算機類（含周辺機器） 1,366 　船舶 138
　電算機類の部分品 3,034 　その他の輸送用機器 408
　半導体等製造装置 5,298  9 その他 25,746
　金属加工機械 2,509 　科学光学機器 5,896
　ポンプ・遠心分離機 4,025 　写真用・映画用材料 1,001
　建設用・鉱山用機械 8,954 　その他の製品 18,849
　荷役機械 2,570
　加熱用・冷却用機器 1,495
　繊維機械 115
　ベアリング 988
　その他の一般機械製品 8,208  総額 212,948

品名 品名

資料３



国内産業への影響額
① 関税によって日本製品の価格上昇、競争力低下 → 輸出数量の減少

② 関税分を価格転嫁できず、輸出者が最終的に関税額を負担 → 輸出金額減少

※実際には①、②の両方が複合的に発生すると考えられるが、今回の試算では（２）
の場合について、2015年全国産業連関表および2015年富山県産業連関表をもとに2015
年版富山県地域間産業連関表を推定・作成したうえで分析を行った

カナダ、メキシコからの自動車輸出分も含め、
全国に対する影響の規模感としては

（４月試算）5.4兆円 ⇒（今回試算）3.5兆円

※①品目別の既存関税率
②中国やアジア諸国での現地生産⇒米国輸出部分の影響

などを除外したかなり粗い試算です

トランプ関税による影響額（全国、対米およびメキシコ・カナダ経由自動車関連輸出）

（億円）

対米
輸出額

対米関税
影響額

メキシコ
・カナダ
影響額

影響額
合計

1 農林漁業 1,474 221 221

6 鉱業 81 12 12

11 飲食料品 1,096 164 164

15 繊維製品 1,051 158 158

16 パルプ・紙・木製品 606 91 91

20 化学製品 11,075 1,661 1,661

21 石油・石炭製品 276 41 41

22 プラスチック・ゴム製品 8,871 1,331 59 1,389

25 窯業・土石製品 1,739 261 261

26 鉄鋼 3,027 1,513 1,513

27 非鉄金属 2,069 526 526

28 金属製品 3,021 862 862

29 はん用機械 10,898 1,541 1,541

30 生産用機械 34,109 5,116 95 5,211

31 業務用機械 10,349 1,552 1,552

32 電子部品 5,314 797 80 877

33 電気機械 20,568 3,032 3,032

34 情報通信機器 2,960 444 444

35 輸送機械 76,695 10,158 2,254 12,412

39 その他の製造工業製品 17,172 2,576 2,576

41 建設 0 0 0

46 電力・ガス・熱供給 0 0 0

47 水道 0 0 0

48 廃棄物処理 0 0 0

51 商業 0 0 0

53 金融・保険 0 0 0

55 不動産 0 0 0

57 運輸・郵便 0 0 0

59 情報通信 48 7 7

61 公務 0 0 0

63 教育・研究 0 0 0

64 医療・福祉 0 0 0

65 他に分類されない会員制団体 0 0 0

66 対事業所サービス 0 0 0

67 対個人サービス 0 0 0

68 事務用品 448 67 67

69 分類不明 0 0 0

合計 212,948 32,133 2,487 34,620

①自動車 ＋25％ → ＋12.5％
②相互関税 24％ → 15％（とりあえず一律上乗せとして）
③鉄鋼・銅・アルミ 50％
として再計測



富山県産業への影響

前述の全国に対する影響額を前提とした

富山県に対する影響額の試算結果

• 部品等の供給を含む取引関係を通じた影響額

（前回）約338億円 →（今回）約217億円

• そこからさらに、県内における取引活動を通じ
た影響額の合計

（前回）約425億円 →（今回）約274億円

• 付加価値ベースでみた名目県内総生産への影響

（前回）約▲0.4％ → （今回）約▲0.3％

（百万円）

産出額 付加価値 産出額 付加価値額

農林漁業　　　　　 73 36 139 69
鉱業 2 1 23 10
飲食料品　　　　　　　 57 20 65 23
繊維製品　 101 44 110 48
パルプ・紙・木製品 81 30 159 60
化学製品  　　　  　 1,995 952 2,162 1,031
石油・石炭製品　　　 1 0 8 2
プラスチック・ゴム製品 1,392 477 1,488 510
窯業・土石製品　　 132 61 208 97
鉄鋼　　　　　　　　 585 208 973 346
非鉄金属　　　　　　 786 171 1,166 253
金属製品　　　　　　 522 238 673 307
はん用機械 1,032 462 1,148 514
生産用機械 4,734 2,210 4,956 2,313
業務用機械 1,011 331 1,017 333
電子部品 966 418 1,255 543
電気機械　　　　　　 1,918 902 1,958 921
情報通信機器 346 211 346 211
輸送機械  　　　　　 4,305 1,621 4,458 1,679
その他の製造工業製品 1,682 1,021 1,771 1,075
建設　　　　　　　　 0 0 97 45
電力・ガス・熱供給 0 0 596 263
水道 0 0 29 13
廃棄物処理 0 0 39 26
商業　　　　　　　　 0 0 693 496
金融・保険　　　　　 0 0 226 154
不動産　　　　　　　 0 0 78 68
運輸・郵便　　　 0 0 420 218
情報通信 1 0 242 136
公務　　　　　　　　 0 0 22 15
教育・研究　　　　　 0 0 8 7
医療・福祉 0 0 1 1
他に分類されない会員制団体 0 0 30 18
対事業所サービス 0 0 758 496
対個人サービス 0 0 6 3
事務用品 0 0 21 0
分類不明 0 0 89 39

合計 21,721 9,414 27,438 12,341

0.2% 0.3%

輸出減による影響
さらに県内への波及分

を考慮した影響額

トランプ関税を転嫁できなかった場合の県内産業への影響額



4～７月の対米輸出
増減による影響

2025年4-7月の対米輸出額増減の影響（全国）
（億円）

2024年
4-7月

2025年
4－7月

増減

1 農林漁業 512 650 138

6 鉱業 86 63 -23

11 飲食料品 322 335 14

15 繊維製品 55 34 -22

16 パルプ・紙・木製品 20 28 8

20 化学製品 4,576 4,293 -282

21 石油・石炭製品 130 78 -53

22 プラスチック・ゴム製品 2,092 2,098 7

25 窯業・土石製品 629 566 -64

26 鉄鋼 1,023 880 -143

27 非鉄金属 614 616 2

28 金属製品 1,042 1,093 51

29 はん用機械 9,716 9,530 -187

30 生産用機械 5,794 5,067 -726

31 業務用機械 1,915 1,924 9

32 電子部品 1,788 1,672 -116

33 電気機械 6,875 7,074 200

34 情報通信機器 2,349 2,419 70

35 輸送機械 27,479 22,349 -5,129

39 その他の製造工業製品 6,516 6,436 -81

合計 73,535 67,207 -6,328

（百万円）

産出額 付加価値 産出額 付加価値額

農林漁業　　　　　 46 23 46 23
鉱業 -4 -2 -6 -3
飲食料品　　　　　　　 5 2 5 2
繊維製品　 -14 -6 -15 -6
パルプ・紙・木製品 7 3 3 1
化学製品  　　　  　 -339 -162 -355 -169
石油・石炭製品　　　 -1 -0 -2 -1
プラスチック・ゴム製品 7 2 -2 -1
窯業・土石製品　　 -32 -15 -40 -19
鉄鋼　　　　　　　　 -55 -20 -108 -38
非鉄金属　　　　　　 2 1 -23 -5
金属製品　　　　　　 31 14 13 6
はん用機械 -125 -56 -142 -64
生産用機械 -660 -308 -690 -322
業務用機械 6 2 6 2
電子部品 -128 -55 -139 -60
電気機械　　　　　　 126 59 121 57
情報通信機器 55 33 55 33
輸送機械  　　　　　 -1,779 -670 -1,841 -693
その他の製造工業製品 -53 -32 -58 -35
建設　　　　　　　　 0 0 -11 -5
電力・ガス・熱供給 0 0 -91 -40
水道 0 0 -3 -2
廃棄物処理 0 0 -6 -4
商業　　　　　　　　 0 0 -80 -58
金融・保険　　　　　 0 0 -26 -18
不動産　　　　　　　 0 0 -9 -7
運輸・郵便　　　 0 0 -44 -23
情報通信 0 0 -28 -16
公務　　　　　　　　 0 0 -3 -2
教育・研究　　　　　 0 0 -1 -1
医療・福祉 0 0 -0 -0
他に分類されない会員制団体 0 0 -4 -2
対事業所サービス 0 0 -98 -64
対個人サービス 0 0 -1 -0
事務用品 0 0 -2 0
分類不明 0 0 -10 -5

合計 -2,905 -1,187 -3,590 -1,538

富山県県内総生産への影響（名目・年率換算） -0.1% -0.1%

輸出減による影響
さらに県内への波及分

を考慮した影響額

富山県内産業への影響額
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